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１ 目的                                
 

  道では、令和 6 年度末において、道内 52 の市町で、道営住宅を約 21,800 戸管理し

ており、近年、空き住戸の増加が課題となっていることから、これまで、一部の道営住

宅の空き住戸において、自治会活動支援のため、自治会活動への参加を要件とした大学

生の入居や、住宅困窮者支援として、外国人留学生を対象とした宿舎としての活用とい

った、本来入居者以外の者が使用する「目的外使用」を行ってきました。 

  また、昨年 11 月から本年 1 月にかけ、地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟

な活用を図るため、使用が可能な道営住宅団地や対象用途などをお示しし、活用に関す

る幅広いご提案を募集し、外国人技能実習生等のための住宅としての「目的外使用」を

新たに開始したところです。 

  このたび、こうした「目的外使用」による更なる活用を図るため、随時、提案募集を

行うこととしました。 

   

２ 公営住宅の目的外使用                        
 

  公営住宅は、所得が低い方々を対象に、健康で文化的な生活を営むための住宅を提供

するものであり、目的外使用は、本来入居者の入居を阻害せず、適切かつ合理的な管理

に支障がない範囲内での使用が原則となります。 

  また、空き住戸の目的外使用をするためには、「補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律」に基づき、国の承認を得る必要があります。 

本募集要項に基づく空き住戸の目的外使用に関しては、国からの承認を得た後に、道 

において目的外使用に関し許可を行うこととなります。 

 

３ 募集する対象用途等                         
 

  空き住の活用にあたり、次の事項を遵守してください。なお、このたび募集する「対

象用途等」は下表のとおりです。 

  ○地域課題に対応した活用に取り組んでください。 

○各種法令を遵守するとともに、必要な届出、許認可等に関しては、使用者が責任を 

持って行ってください。 

〈対象用途等〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象用途 事例

子育て支援に資する用途 子ども食堂、学習支援、子育て支援拠点など

団地コミュニティの活性化に資する用途 交流活動施設、外国人留学生ルームシェアなど

まちづくりの推進、地域の活性化に資す

る用途
移住定住促進住宅、地域おこし協力隊向け住宅など

産業成長、人材確保支援に資する用途
定住促進のための若年単身世帯向け住宅、産業（農林水産、観

光、福祉・介護など）従事者向け住宅など

その他、地域課題等の対応に資する用途
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４ 対象団地・空き住戸の概要等                     
 

  対象団地・空き住戸の概要等は、別紙１のとおりです。 

  なお、別紙１に記載の団地以外については、個別にご相談ください。ご希望に添えな

い場合はご了承ください。 

また、本事業で活用する空き住戸は、老朽化などにより修繕等に多額の費用を要する

場合も含まれております。住戸内の修繕等は、使用者自ら行っていただきますので、必ず

応募前に内覧等により現状確認を行ってください。 

 

５ 応募資格等                             
 

  本募集に応募する資格を有する団体等は、次の（１）及び（２）のいずれも満たす団

体等とします。 

（１）次の各号のいずれかに該当すること 

  ①地方公共団体 

  ②居住支援法人【住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律第 40条】 

③社会福祉法人【社会福祉法第22 条】 

  ④NPO法人（特定非営利活動法人）【特定非営利活動促進法第2条第 2項】 

  ⑤一般社団法人、一般財団法人【一般社団法人及び一般財団法人に関する法律により設立】 

  ⑥公益社団法人、公益財団法人【公益社団法人又は公益財団法人の認定等に関する法律により設立】 

  ⑦学校法人（準学校法人を含む）【私立学校法第3条、第64 条第 4項】 

  ⑧医療法人【医療法第 39条】 

  ⑨会社【会社法第2条】 

※上記以外の団体等については、個別に相談してください。 

（２）次の各号の全てに該当すること（地方公共団体は①～④を除く。） 

  ①地方自治法施行令第 167条の 4第 1項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被 

補助人であって、申請のために必要な同意を得ている者は含まれない。）でないこと。 

②道内に本社又は事業所等（本事業を実施するために設置する場合を含む。）を有する 

こと。ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人等を除く。 

③道税（個人道民税及び地方消費税を除く。）を滞納している者でないこと。 

④消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。 

⑤暴力団関係事業者等ではないこと。 

⑥家賃（駐車場を使用する場合は駐車場使用料を含む。）、光熱水費、自治会費（共益 

費（除雪や草刈等に係る費用を含む。）を含む。）及び住戸を原状回復する費用（道 

が復旧を要しないと認めた場合を除く。）を負担すること。 

⑦団地住民及び自治会等と良好な関係を構築するよう努めること。（入居者からの相談 

やトラブル等に対応する。） 
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６ 空き住戸の現状確認                             
 

  申込の前には、以下の方法で空き住戸の現状確認を行ってください。 

（1）空き住戸の現状確認 

本事業で活用する空き住戸は、老朽化などにより修繕等に多額の費用を要する場合も 

含まれております。住戸内の修繕等は、使用者自ら行っていただきます。 

  ①内覧 

・事前に使用を希望する住戸が所在する（総合）振興局にお問い合わせの上、室内の 

状況を確認ください。 

②電話等による確認 

・（総合）振興局までお問い合わせください。 

〈（総合）振興局のお問い合わせ先〉 
（総合）振興局 住所 電話番号 

空知総合振興局 
札幌建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

068-8558 
岩見沢市 8条西 5丁目 

0126 
-20-0068 

石狩振興局 
産業振興部建設指導課 
主査（建築住宅） 

060-8558 
札幌市中央区北 3条西 7丁目 
道庁別館 6階 

011 
-231-4111 
(内 34-474) 

後志総合振興局 
小樽建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

044-8588 
虻田郡倶知安町北 1条東 2丁目 
後志合同庁舎 

0136 
-23-1374 

胆振総合振興局 
室蘭建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

051-8558 
室蘭市海岸町 1丁目 4番 1号 
むろらん広域ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ 

0143 
-24-9903 

日高振興局 
産業振興部建設指導課 
主査（建築住宅） 

057-8558 
浦河郡浦河町栄丘東通 56 号 

0146 
-22-9294 

渡島総合振興局 
函館建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

041-8558 
函館市美原 4丁目 6番 16 号 
渡島合同庁舎 

0138 
-47-9467 

檜山振興局 
産業振興部建設指導課 
主査（建築住宅） 

043-8558 
檜山郡江差町字陣屋町 336-3 

0139 
-52-6620 

上川総合振興局 
旭川建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

079-8610 
旭川市永山 6条 19 丁目 1番 1号 
上川合同庁舎 

0166 
-46-5948 

留萌振興局 
留萌建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

077-8585 
留萌市住之江町 2丁目 1-2 

0164 
-42-8451 

宗谷総合振興局 
稚内建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

097-8558 
稚内市末広 4丁目 2-27 

0162 
-33-2904 

ｵﾎｰﾂｸ総合振興局 
網走建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

093-8585 
網走市北 7条西 3丁目 

0152 
-41-0643 

十勝総合振興局 
帯広建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

080-8588 
帯広市東 3条南 3丁目 1 番地 

0155 
-26-9050 

釧路総合振興局 
釧路建設管理部建設行政室建設指導課 
主査（建築住宅） 

085-8588 
釧路市浦見 2丁目 2番 54 号 

0154 
-43-9193 

根室振興局 
産業振興部建設指導課 

087-8588 
根室市常盤町 3丁目 28 番地 

0153 
-23-6834 
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主査（建築住宅） 

７ 申込方法                              
 

  必ず、空き住戸の活用に関する「７空き住戸の現状確認」を行っていただいた後、以 

下の方法で申込を行ってください。 

（１）提出書類 

  提出書類は１部提出してください。 
提出書類（各１部） 備考 

①応募申込書【様式１】  

②登記簿謄本、定款、会社概要等（法人の場合） 【登記簿謄本】 
法務局発行のもので、発行後 3ヶ月以内のもの 

③団体の設立趣意書又はそれに代わるもの 
（法人以外の団体の場合） 

 

④役員等の身分証明書及び登記されていないこと 
の証明書 

【身分証明書】 
役員等の本籍地の市区町村発行のもので、発行
後 3ヶ月以内のもの 
【登記されていないことの証明書】 
法務局発行のもので、発行後 3ヶ月以内のもの 

⑤道税に滞納がないことの証明書 道税事務所、（総合）振興局発行のもので、発行
後 3ヶ月以内のもの 

⑥消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書 税務署発行のもので、発行後 3ヶ月以内のもの 

⑦誓約書【様式２】 誓約書を徴する必要がない団体等による申請
の場合は提出不要。 

（２）受付期間 

  午前 9時から午後 4時 30分まで（土、日、祝日、及び平日の正午から午後 1時まで 

を除く。） 

（３）提出方法 

  持参又は郵送（簡易書留による） 

（４）提出先 

  「６ 空き住戸の現状確認（１）の〈（総合）振興局のお問い合わせ先〉に提出してく 

ださい。 

 
 

８ 国の承認                             
 

  公営住宅の目的外使用を行う場合には、国から承認を受ける必要があること、道から

国に対し承認申請を行います。 

国から承認を受けた場合には、道から使用候補者にその旨を通知しますので、その後、

速やかに使用許可の手続きを行ってください。 

 

９ 使用許可等                             
 

  使用許可を受ける場合は、次のとおり、手続きを行ってください。内容を審査した結

果支障がない場合には、道から使用候補者に対して使用許可を行います。（使用者の決定） 

（１）使用許可申請等 

  提出書類は１部作成し、持参又は郵送（簡易書留による）により、使用を希望する住 

戸が所在する（総合）振興局建設指導課に提出してください。（６ 空き住戸の現状確認

（１）の〈（総合）振興局のお問い合わせ先〉を参照してください。） 
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提出書類（各１部） 備考 

① 許可申請書【様式３】  

② 誓約書【様式４】  

③ その他、道が必要と認めるもの 申請にあっては事前に道に確認してください。 

（２）使用の制限 

  使用者は、使用許可物件及び使用許可の権利を他の者に転貸し、又は担保に供しては 

なりません。 

（３）使用許可の取消し 

  次の事項に該当するときは、当該使用許可を取り消します。 

  ①道において、使用許可した住戸を公用又は公共用に供する必要が生じたとき。 

  ②入居しているものが北海道営住宅条例（以下「条例」という。）、北海道営住宅条例 

   施行規則（以下「規則」という。）及び使用許可の条件を遵守しないとき。 

  ③使用者が使用料を期日まで支払わないとき。 

  ④使用許可を受けた者の役員等が暴力団員等又は暴力団密接関係者であるとき。 

  ⑤管理上の都合によるとき。 

  ⑥災害その他の不可抗力により使用することができなくなったとき。 

  ⑦その他、使用者等が法令の規定に違反したとき。 

（４）使用許可期間 

  使用期間は、使用開始日から最大 1年間とし、使用期限は当該年度末（3月 31日） 

 を超えないこととします。ただし、必要に応じて継続使用することは可能です。引き続 

 き使用するときは、使用期限の30日前までに継続使用の手続きを行ってください。 

  なお、継続使用においても使用期間は、延長する使用開始日から最大 1年間とします。 

（５）使用料等 

  ①使用料及び納付 

  ・使用料については、条例第15条の規定に基づき算定する家賃の収入分位 4の額と 

します。 

  ・駐車場使用料については、条例第 58条を準用します。 

・使用者は、使用料を毎月末日（月の途中で明け渡した場合は、明け渡した日）まで 

に納付するものとする。なお、新たに道営住宅の使用を許可した場合又は道営住宅 

を明け渡した場合においては、その月の使用期間が 1月に満たないときは、その月 

の使用料は日割計算によるものとします。なお、駐車場使用料の納付についても同 

様の取扱いとします。 

  ②使用料の還付 

  ・既納の使用料（駐車場使用料を含む。）は、原則還付しません。ただし、次のいずれ 

かに該当するときは、その全部又は一部を還付することができることとします。 

○公用又は公共用に供する必要が生じたため、使用許可を取り消したとき。 
○管理上の都合により使用許可を取り消したとき。 
○災害その他の不可抗力により使用することができなくなったとき。 

（６）使用者の公表 

  使用者へ目的外使用を許可した後、概要を道のホームページで公表します。 

（７）その他留意点 

  ①使用物件は、「現状有姿渡し※」での使用許可とします。 
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   ※「現状有姿渡し」とは、使用する物件を現状のまま引き渡すこととします。 

  ②使用物件の修繕・改修等については、使用者の負担により実施してください。 

  ③使用許可終了時には、原状回復のうえ、道に返還していただきます。ただし、道が 

別に認める場合は、この限りではありません。（調達した物品等は撤去してください。） 

なお、住戸内の改修に関しては、建築物の構造に影響を及ぼさない範囲で自由に改 

修を行うことを可能としますが、構造躯体や共用部分の給水・排水管の改変は不可 

となります。 

④改修を実施する前に、事前に道まで改修内容がわかるものを提出するほか、改修に 

より騒音、振動等が生じるおそれがある場合には、指定管理者と調整のうえ、他の 

入居者に事前に周知してください。 

  ⑤使用物件の団地自治会には、原則加入し、自治会費（共益費（除雪や草刈等に係る 

費用を含む。）を含む。）を負担してください。また、団地入居者や自治会等と良好 

な関係を構築するよう努めてください。 

  ⑥使用者は、条例、規則を遵守し、使用許可の条件に基づき、住戸の維持管理等を適 

切に実施してください。 

  ⑦事業の実施において、各種法令の遵守をするとともに、必要な届出や許認可等は使 

用者の責任のもとで手続きをしてください。 
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10 事務手続きフロー                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総合）振興局 申請者

空き住戸の現状確認の立会 空き住戸の現状確認の申請

申込書等の確認及び進達 応募申込（現状確認後）

自治会等との調整・協議の打診 自治会等との調整・協議

自治会等との協議結果を通知

国の承認があった旨通知 通知の受理

申請書の受理 使用許可に関する申請

使用条件等の確認

使用許可通知〈使用者の決定〉 使用許可通知の受理

国

の

承

認

国への承認申請

国からの承認通知

国の承認があった旨報告

使

用

許

可

使用者の公表

住宅課

申請書の受理及び内容の確認

関係市町村への意見聴取

申請内容に関する審査

使

用

候

補

者

の

決

定

事業開始事業開始



（様式１） 

  年  月  日 

 

 

 

応 募 申 込 書 
 

北海道知事 様 

 

 

 

 「地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟な活用に関する提案募集要項」（以下「募

集要項」という。）に基づき、次のとおり申し込みます。 

 

１ 申込者 

      所在地 

                                         

      名称及び代表者氏名 

                                         

      電話番号 

       （    ）   ―     

 

２ 希望住戸 

   募集要項「別紙１」を確認し、道との事前協議を踏まえ、活用を希望する住戸を記

載してください。 

  〈活用希望住戸〉 

団地名 住棟名 住戸番号 

 

 

 

 

  

 

 

合計  戸 

 

３ 使用用途及び使用内容・理由 

   空き住戸の使用用途及び使用内容・理由を具体的に記載してください。 

使用用途 使用内容・理由 

 

 

 

 

 

 

 

※裏面あり 

※受付欄 



（様式１） 

４ 使用期間 

      年  月  日から   年  月  日まで 

 

５ 申込者の事業概要等 

   申込者の事業内容について、具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

６ 地域課題の対応に向けた取組 

   空き住戸の活用をとおして、地域課題の対応に向けてどのように取り組もうとして 

いるのか、その取組内容について具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

７ 活用団地及び周辺地域におけるコミュニティの活性化に向けた取組 

   空き住戸の活用をとおして、団地内外のコミュニティの活性化に向けてどのように 

取り組もうとしているのか、その取組内容について具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

８ これまでの社会貢献に関わる取組等 

   申込者において、これまで社会貢献に関わる活動経験等があれば、その内容を具体 

的に記載してください。（例）ボランティア活動など地域社会への貢献、NPO等やそ 

の活動への資金提供など 

 

 

 

 

 

 

※記載欄が不足する場合等については、別紙（様式任意）により記載してください。 



（様式２） 

 

 

 

誓 約 書 
 

北海道知事 様 

 

 

 

 私は、「地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟な活用に関する提案募集要項」に基

づく申込にあたり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3

年法律第 77 号）第 2 条第 6 項に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者

（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第 2条に規定する暴力団又は暴力

団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しない者であるとともに、今後、これら

の者とならないことを誓約します。 

 

 上記の誓約に反することが明らかになった場合は、目的外使用許可を取り消し、住戸の

明け渡しを請求されても異存ありません。 

 

 また、上記の誓約に内容を確認するため、北海道が他の官公署に照会を行うについて承

諾します。 

 

 

 

   年  月  日 

 

      所在地 

                                         

      名称及び代表者氏名 

                                         

      電話番号 

       （    ）   ―     

 



（様式３） 

 

 
北海道営住宅一時使用許可申請書 

 

  年  月  日 

 

（総合）振興局長 様 

 

申請者     氏 名               

        連絡先 （   ）   －     

 

緊急時の連絡先 氏 名               

                       連絡先 （   ）   －     

                       申請者との関係  

 

 標記について、次のとお北海道営住宅の一時使用の許可を受けたいので、必要な書類を

添えて申請します。 

 なお、入居の条件等については、北海道の指示に従います。 

 

入居希望地名 ○○市 使用住宅名 ○○団地○号棟○号室 

目的外使用区分 活用用途を記載してください。 

使用期間     年  月  日から    年  月  日まで 

氏名（ふりがな） 年齢 生年月日 備考 

申請者  － －  

入居者 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※記載欄が不足する場合等については、別紙（様式任意）により記載してください。 

 

添付資料 

（１）誓約書 

（２）その他、道が必要と認めるもの（申請にあっては事前に道に確認してください。） 

※受付欄 


